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第１章　総合計画の策定にあたり
第１節　総合計画策定の趣旨と目的
１. 総合計画策定の趣旨
　奄美市は、平成１８年３月２０日に、それまでの名瀬市、

住用村、笠利町の１市１町１村が合併して誕生しました。

　奄美市は、鹿児島県本土と沖縄のほぼ中間に位置し、

大小８つの有人島からなる奄美群島の拠点都市です。海

岸線には、亜熱帯の美しいサンゴ礁の海が広がり、内陸

部にはアマミノクロウサギやルリカケスをはじめ、貴重

な希少動植物が棲息する深い森など、豊かな自然が身近

に存在している地域であります。これらの貴重な自然を

保護し「奄美の宝」として後世に引き継いでいくため、

奄美群島の世界自然遺産登録に向けた動きも活発化して

いるところです。

　また、本市は、伝統工芸品である大島紬や黒糖焼酎などの地域資源を活かした地場

産業や、シマ唄、八月踊りに代表される伝統文化など、これまで長い時間をかけて育

まれてきた貴重な宝を有しております。これらは、本市のさらなる発展の原動力にな

るものと期待されています。

　現在、豊かな自然環境と古き良き伝統文化を大切にしたまちづくりを進めており、「自

然・ひと・文化が共につくるきょらの郷（しま）」を将来像に位置づけ、「１. 地域に誇

りを持てるまちづくり」、「２. 人づくりを中心とするまちづくり」、「３. また訪れてみ

たくなるまちづくり」、「４. 自然と共生するまちづくり」という４つの基本姿勢をまち

づくりの基本理念とし、市民と行政が一体となった新たなまちづくりのビジョンを示

すものです。

２. 計画策定の目的
　奄美市総合計画は、将来にわたっての本市のあるべき姿、今後のまちづくりの方向

性を明らかにするため、今後１０年間の羅針盤となるものです。

　奄美市として最初の総合計画は、市民、企業、行政の協働によるまちづくりを進め

ていく上で、具体的な事業・施策を展開していくための指針であり、地域のさらなる

一体感の醸成、均衡ある発展を図りながらまちづくり全般の基本となることを目的と

して策定するものです。
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第２節　計画の役割
１. 奄美市政の総合的な経営指針となる最上位の計画
　奄美市総合計画は、地方自治法第２条第４項において、「市町村は、その事務を処理

するに当たっては、議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運

営を図るための基本構想を定め、これに即して行なうようにしなければならない」と

規定されています。

　本市におけるまちづくりの最上位となる計画で、各行政分野の個別計画や施策の基

本となるものであり、総合的な行財政計画として、基本計画・実施計画の策定や予算

編成の基礎となり、さらには、国や県、奄美群島内の他町村との連携・協力を進めて

いくうえでの役割を含めた計画として位置づけています。

　　

２. 市町村建設計画との整合性
　市町村建設計画については、「市町村の

合併の特例に関する法律」の規定により、

合併協議会において策定が義務付けられ

た計画です。

　合併協定書の協定項目の一つにも位置

づけられており、さまざまな財政措置も

講じられているところです。

　市町村建設計画は、合併後も尊重され

実施していくべきもので、一方の総合計

画は地方自治法に基づき策定される基本

構想を核とした計画です。従って、合併

市町村には例外なくこの２つの計画が並

行して存在しておりますが、この総合計

画では、市町村建設計画の考え方を基本

としながら、本市の財政状況等を勘案し、

優先順位を付することにより、その整合

性を図って行くこととします。
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第３節　計画の構成と期間
１. 基本構想【１０年計画】
　基本構想は、本市の将来を長期的に展望し、まちづくりの基本理念と市の将来像を

示すとともに、これを実現するための基本方針等を明らかにし、総合的かつ計画的な

市政運営の指針となるべきものであり、その計画期間は平成２３年度から平成３２年

度までの１０年間とします。

２. 基本計画【前期５年間・後期５年間】
　基本計画は、基本構想を受け、基本方針を達成するための施策の体系を示すもので

あり、その計画期間は平成２３年度から平成２７年度までの前期５年間と平成２８年

度から平成３２年度までの後期５年間とします。

　なお、後期基本計画は、平成２７年度に策定します。

３. 実施計画【毎年度のローリング※１計画】
　実施計画は、基本計画で体系化した施策を計画的かつ効率的に実施するために、必

要な事業を示すものであり、財政計画との整合性を図り、個別事業を位置づける具体

的な計画として毎年度更新するローリング方式とします。
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第２章　計画策定の背景
第１節　本市を取り巻く社会情勢
１. 少子・高齢化社会
　平均寿命の伸びや出生率の低下、若者流出の影響により少子・高齢化が急激に進ん

でいます。

　人口が減少に転じ、少子・高齢化がますます進むことが、介護における人的・経済

的な課題や次世代の負担となり、社会全体に大きな影響を与えます。

　次代を担う子どもを安心して生み育て、活力ある地域社会が維持できるような社会

全体の仕組みが求められています。

●合計特殊出生率※１の推移

（資料：人口動態特殊報告）

●高齢化率の推移

（資料：総務省報道資料、鹿児島県の推計人口）
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２. 価値観多様化の時代
　物の豊かさから心の豊かさを重視するようになり、価値観が多様化している中で、

暮らしやすさ、すなわち誰もが快適で安全で安心して暮らせる環境を構築していくこ

とが求められています。

●心の豊かさ※１、物の豊かさ※２

（資料：国民生活に関する世論調査）

３. 経済のグローバル化※３と情報化の時代
　情報通信技術が急速に進展する中、国際的な情報通信網の整備や自由貿易体制の拡

充等、グローバルな経済活動の活発化と情報化の進展に伴い、自治体においても国際

化に向けた取組みとして、お互いの国・地域の文化や生活の多様性等を相互に理解し

ながら、自らの魅力の付加価値を高め、さまざまな分野での国際交流と地域間交流を

積極的に推進することが必要です。

４. 地球環境の時代
　地球温暖化や天然資源の適正な管理等、環境問題への取組みが世界的に広がる中、

奄美群島を含む琉球諸島が世界自然遺産の基準を満たす可能性が高い地域として選定

されており、ごみの減量化をはじめ、これまでの生活様式の見直しによる環境への負

荷の少ない、資源循環型社会の構築が求められています。

５. 地方分権
　我が国の行財政のあり方が大きな転換期を迎え、地域の自主性が求められている中

で、奄美群島のリーダーとして群島内他町村に先駆けて、分かりやすい行財政運営は

もちろん、市民と行政とが協働してまちづくりを行うことが求められています。

※
１
【
心
の
豊
か
さ
】

＝
物
質
的
に
あ
る
程
度
豊
か
に
な
っ
た
の
で
、
こ

れ
か
ら
は
心
の
豊
か
さ
や
ゆ
と
り
の
あ
る
生
活
を

す
る
こ
と
に
重
き
を
お
き
た
い
と
い
う
意
向
。

※
２
【
物
の
豊
か
さ
】

＝
ま
だ
ま
だ
物
質
的
な
面
で
生
活
を
豊
か
に
す
る

こ
と
に
重
き
を
お
き
た
い
と
い
う
意
向
。

※
３
【
グ
ロ
ー
バ
ル
化
】

＝
Ｐ
4
参
照
。



第１編
序　論 第１編　序　論

7

第２節　本市の現状と課題
１. 市民生活
⑴総人口と世帯数
　本市の総人口は、平成１７年国勢調査によると、４９，６１７人で平成１２年の前

回調査時より２，２８１人（４. ３９%）の減少、世帯数は、平成１７年国勢調査では、

２０，７９２世帯で前回調査時より１１６世帯（０. ５５%）の減少となっております。

（資料：鹿児島県の推計人口）

⑵年齢構成
　平成１７年国勢調査によると、本市の年齢３区分別人口は、１５歳未満の年少人口

が８，０６４人（１６. ３%）、１５歳から６４歳までの人口が２９，８６２人（６０. ２%）、

６５歳以上人口が１１，６８４人（２３. ５%）となっています。

　年齢階層別の推移をみると、１５歳未満の人口の割合は、昭和６０年からの２０年

間で１０ポイント減少する一方で、６５歳以上の人口の割合は１１. １ポイント増加し

ており、本市においても少子高齢化が進行しています。

（資料：鹿児島県の推計人口）

（注 1）平成 17年以前の数値は、旧３市町村合計値。
（注 2）平成 12年と 17年は年齢不詳が含まれているため総人口とは一致しない。

（注 1）平成 17年以前の数値は、旧３市町村合計値。
（注 2）平成 12年と 17年は年齢不詳が含まれているため総人口とは一致しない。

※１
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⑶健康・福祉
　市民の健康水準は着実に改善しているが、生活スタイルに起因する生活習慣病の増

加や育児支援が必要と思われる家族の増加に対する新たな対応が求められています。

　また、高齢化の進展とともに核家族化の進展や独り暮らし高齢者世帯の増加など、

介護を必要とする高齢者が増加しています。

　さらに、いわゆる「団塊の世代」が高齢期を迎えることや、認知症高齢者の増加といっ

た社会的な要因も重なってきています。

　こうした課題に対し、高齢者の「自立支援」と「尊厳の確保」を基本とし、予防を

重視するサービスの拡充や地域ケアの推進、サービスの質の確保・向上など多様な取

組みが求められています。

⑷教育・文化
　人口減少・少子化の中で、子どもたちは、本市の将来を担う大切な財産と考え、「奄

美の子どもたちを光に」を合い言葉に、児童・生徒の個性、能力及び自主性を尊重し、

学校、家庭及び地域社会の三者が連携しながら、子どもたち一人ひとりに確かな学力

の定着と向上を図ることが求められています。

　また、大自然に恵まれ、地域性の豊かさや伝統文化の宝庫でもある本市では、自然

愛護の意識、また、各集落に残されている歴史資料や伝統文化の保存が求められてい

ます。

(5) 市民協働・交流
　近年、地域におけるニーズが多様化・複雑化し、社会の各方面におけるボランティ

アやＮＰＯ※１等活動に対する期待が高まっています。

　また、地域コミュニティ※２の核となる自治会や集落をはじめとする老人クラブ、婦

人会、子ども会などの各種団体の活動は地域の活性化にとって重要な役割を担ってお

り、今後とも既存の組織・団体を含め、新たな時代の要請に対応できるコミュニティ

組織の育成に努める必要があります。

　さらに、近年の交通・通信手段の発達に伴い、人・物・情報が地域や国境を越えて

移動する時代の中で、地域の振

興・発展を図っていくためには、

さまざまな分野での国際交流・

地域間交流を推進する必要があ

ります。

　本市の地理的特性を活かし、

アジアを視野に入れた広域的な

取組みが望まれています。
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２. 産業
⑴産業構造・就業人口
　平成１７年の国勢調査による本市の産業別就業人口は、２１，６７９人（分類不能の

就業者含む。）で、その割合は、第１次産業が１，０５６人（４. ９%）、第２次産業が

３，９６８人（１８. ３%）、第３次産業が１６，６４３人（７６. ８%）となっております。

　昭和６０年と比較すると、第１次産業の割合で１. ７ポイント、第２次産業で２２. ３

ポイント減少、第３次産業で２３. ９ポイント増加しており、第１次・２次産業から第

３次産業への移行が見られます。

（資料：国勢調査）

⑵産業別総生産額
　市内の総生産額は平成１３年に１，３５６億円をピークにほぼ横ばいで推移しています。

　しかし、産業別の総生産額・割合とも第一次産業及び第二次産業が年々減少してき

ています。

（資料：奄美群島の概況）

（注 1）各数値は、旧３市町村合計値。
（注 2）各年の計は、分類不能就業者を含むため、第一～三次就業者の総計と一致しない。

（注 1）表内「－」については、数値なし。
（注 2）平成 17年以前の数値は、旧３市町村合計値。
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⑶第一次産業の状況
　第一次産業の総生産額は、平成１７年までは減少傾向となっていましたが、その後

は徐々に回復傾向となっています。

　しかし、その回復は農業に依存する割合が高く、林業、水産業においては、まだ、

現状維持・減少傾向で推移しています。

（資料：奄美群島の概況）

⑷第二次産業の状況
　第二次産業の総生産額は、年々減少傾向が続き、各産業とも平成元年以後のピーク

時と比較し、約半減している状況にあります。

　製造業については、大島紬の生産額の減少に伴い、また、建設業については、奄美

群島振興開発事業費の減少に伴って、総生産額が減少しています。

（資料：奄美群島の概況）

（資料：奄美群島の概況）

（注 1）平成 17年以前の数値は、旧３市町村合計値。

（注 1）平成 17年以前の数値は、旧３市町村合計値。
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(5) 年間商品販売額
　平成１９年の年間商品販売額は、７２２億９，１１５万円となっています。

　昭和６３年以後の推移をみると、平成６年まではほぼ横ばい、それ以後については、

平成１６年に増加に転じたものの減少傾向にあります。

（資料：奄美群島の概況）

(6) 観光客数
　奄美大島本島における平成２１年の観光客は３７２，４８６人で、若干減少傾向にあ

ります。

（資料：奄美群島の概況）

（注 1）平成 17年以前の数値は、旧３市町村合計値。



第１編
序　論

12

第３章　奄美市の姿
第１節　市の概要
１. 位置・面積・気候
　奄美市は、東経１２９°２９＇４５＂北緯２８°２２＇２５＂に位置し、鹿児島県

本土から南西に約３８０km下った海上にある奄美大島本島の北部にあります。

　飛び地合併により、市の北部約５分の１が切り離されて存在する形態となっていま

す。

　北は東シナ海、南は太平洋に面しており、飛び地の北部は山の少ないなだらかな地

形で、美しい海岸線を有しております。

　南部は大半を山岳で占められており、学術的にも貴重な動植物が生息しています。

平成１７年国勢調査による面積は約３０６㎢であり、鹿児島県全体の約３. ３%となっ

ております。また、地目別面積は次ページのとおりです。

　気候は、四季を通じて温暖多雨の亜熱帯海洋性気候で、平成２１年の年間平均気温

２１. ８℃、年間降水量は、２，６５２㎜となっております。特に、大島本島は日本で

も有数の多雨地帯で、梅雨は本土より１か月程度早く５月下旬に始まり７月上旬に終

わります。
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（資料：数字でみる奄美市））

（資料：名瀬測候所） 　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　 （資料：名瀬測候所）

　　　　　　　　　　  　（資料：名瀬測候所）　　 
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２. 自然
　本市は北緯２８～２９°にあり、近海を流れる黒潮の影響を受け、温暖・多湿の亜熱

帯海洋性の気候条件にあります。

　地形をみると、サンゴ礁の海岸が見られる一方、南西諸島の中では比較的山の多い

地形であり、最高峰は金川岳の５２０ｍとなっています。

　植生は、リュウキュウマツ、イジュ、スダジイ、ガジュマル、ヒカゲヘゴ、アダン

等の群落が普通にみられ、典型的な亜熱帯性の植物相をもち、住用川と役勝川の河口

付近にはマングローブも広がっています。

　こうした特異な自然環境のもと、国の天然記念物として最初に指定されたアマミノ

クロウサギのほか、ルリカケス、オーストンオオアカゲラ、オオトラツグミ等の鳥類、

リュウキュウアユ等の魚類、オットンガエル等の両生類に代表される世界的にも希少

な野生生物の宝庫となっています。

３. 沿革
　奄美大島に人類が住み始めたのは、今から約２万５千年前とされ、笠利町喜子川遺跡、

土濱ヤーヤ遺跡などから旧石器時代の可能性の高い遺跡が発見されました。また、本

市内には縄文、弥生、古墳時代相当期の数々の遺跡が散在し、中国大陸、韓国、南九

州との交流を示す遺跡も徐々に明らかにされています。

　鹿児島から台湾に連なる約１３００キロの洋上に位置する有人、無人の島々は

１８８島を数え、特に有人８島からなる奄美群島は「道の島」とも言われ、北上する

黒潮とその反流により南下する海流によりさまざまな文物の交流から多様な文化を育

んできました。そして近代の奄美群島は１５世紀に琉球国に属し、１７世紀に薩摩藩に、

戦後はアメリカの占領地から日本国へと世界でも類例のない経緯を有する群島でもあ

ります。

　このような歴史的経過のなか、明治４１年の島嶼町村制施行に伴い名瀬村、住用村、

笠利村となり、本土から行政分離した昭和２１年に名瀬市制が施行されました。

　第二次世界大戦後、奄美群島は、沖縄諸島や小笠原諸島と同様に、米国の占領下に

置かれたのち、昭和２８年に日本に復帰しています。

　昭和３０年には名瀬市が三方村を編入合併し、笠利村では、昭和３６年に町制を施

行しています。

　そして、平成１８年３月２０日に名瀬市、住用村、笠利町が合併して「奄美市」が

誕生しました。



奄美市の市花

シャリンバイ Japanese Hawthorn

ハイビスカス Hibiscus

フヨウ属の総称であり、在来種のオオハマボウ、

サキシマフヨウ等も含まれますが、一般的には

ブッソウゲのイメージが市民の間で定着してい

ます。

在来種で、大島紬の染料にも使われるなど、伝

統産業を支えてきた花です。街路にも植栽され、

身近に市民に親しまれています。




